
桜井市立地適正化計画
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中心市街地の空洞化
生活サービス施設の撤退

郊外部への人口流出・施設の分散
地域公共交通の衰退・廃止

人口の減少・少子高齢化の進展 クルマ社会の進展

地域の魅力・活力の低下
地域コミュニティの低下・崩壊

低密度な市街地の拡散
市街地の空家・空地等の増加

このまま進展すると

持続可能で、効果的・効率的な
まちづくりに向け

鉄道駅を交流拠点とした都市機能の誘導
拠点強化による地域コミュニティの確保
都市交通体系の強化による地域間の連携

“ 集約型都市構造 ” の構築

『桜井市立地適正化計画』の策定

将来のまちづくりの方向性

1 背景と目的

2 計画の目標年次

3 計画対象区域

近年、わが国では、急速な人口減少による活力低下や少子高齢化、大都市への人口集中などが大きな課題と
なっています。このような背景の中、平成 26 年 8 月に『立地適正化計画制度』が創設されました。この制度は、
都市計画法を中心とした従来の土地利用の計画に加えて、“ 集約型都市構造 ” に向けた取組みを推進する計画と
して活用できるものです。
一方、桜井市（以下、「本市」という）では、クルマ社会の進展に伴い、郊外部への人口の流出や、商業施
設等の日常生活サービス施設が分散傾向にあります。今後、人口減少・少子高齢化の進展が見込まれる中、中
心市街地の空洞化や、これに伴う地域の魅力・活力の低下が懸念されます。
こうした背景や課題を踏まえ、一定のエリアにおいて人口密度を維持することにより、日常生活サービスや
地域コミュニティが持続的に確保されるよう、居住機能や都市機能の誘導に向けた考え方や、地域間の連携を
強化する地域公共交通等の都市交通体系の方針等を示すことを目的に、桜井市立地適正化計画（以下、「本計
画」という）を策定します。

本計画の目標年次は、中長期的なまちづくりの方向性を視野に入れつつ、概ね 20 年後の平成 47 年（2035 年）
までとします。なお、本計画は、本市を取り巻く社会経済状況の変化や、本計画の達成状況に合わせ、必要に
応じて見直しを行います。

本計画の対象区域は、都市全体を見渡す観点から都市計画区域全域とすることが基本となります。本市は市
全域が大和都市計画区域の一部（A＝約 9,891ha）に指定されており、市全域を計画対象区域とします。
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編　集

都市機能 居住機能

都市機能誘導区域外の区域で、誘導施設に対する以
下の行為を行おうとする場合には、原則として、市への届
け出が義務づけられています。（都市再生特別措置法第
108 条第1 項）

＜開発行為＞
●誘導施設を有する建築物の建築目的の開発行為を行
おうとする場合
＜建築行為＞
●誘導施設を有する建築物を新築しようとする場合
●建築物を改築し、誘導施設を有する建築物とする場合
●建築物の用途を変更し、誘導施設を有する建築物とす
る場合

開発行為や建築等行為に着手する30日前までに届け
出を行うこととなります。（都市再生特別措置法第108条
第1項）なお、開発許可申請及び建築確認申請等に先行
して届け出することが望ましいとされています。

■ 開発行為の場合
届け出書
添付図書
① 当該行為を行う土地の区域並びに当該区域内及び
当該区域の周辺の公共施設を表示する図面
（縮尺：1/1,000 以上）
② 設計図（縮尺：1/100 以上）
③ その他参考となる事項を記載した図書

■ 建築行為の場合
届け出書
添付図書
①敷地内における建築物の位置を表示する図面
（縮尺：1/100 以上）
②建築物の2面以上の立面図及び各階平面図
（縮尺：1/50 以上）
③ その他参考となる事項を記載した図書

居住誘導区域外の区域で、以下の行為を行おうとする
場合には、原則として、市への届け出が義務づけられて
います。（都市再生特別措置法第88 条第1 項）

対象行為に着手する30 日前までに届け出が必要とな
ります。（都市再生特別措置法第88 条第1 項）
変更する場合は、変更に係る行為に着手する30日前ま

でに届け出が必要となります。
（都市再生特別措置法第88 条第2 項）

■ 開発行為の場合
届け出書
添付図書
① 当該行為を行う土地の区域並びに当該区域内及び
当該区域の周辺の公共施設を表示する図面
（縮尺：1/1,000 以上）
② 設計図（縮尺：1/100 以上）
③ その他参考となる事項を記載した図書

■ 建築行為の場合
届け出書
添付図書
①敷地内における住宅等の位置を表示する図面
（縮尺：1/100 以上）
②住宅等の2面以上の立面図及び各階平面図
（縮尺：1/50 以上）
③ その他参考となる事項を記載した図書

３）届け出の書類

2）届け出の時期 2）届け出の時期

1）対象行為 1）対象行為

３）届け出の書類
これからの

本市のまちづくり

集約型
地域連結型

コンパクトシティ

4つの拠点

4つの居住区域

地
域
公
共
交
通
等

上之郷周辺地区

多武峰
周辺地区

安倍
周辺地区

巻向駅

三輪駅

大和朝倉駅

長谷寺駅

大福駅 桜井駅至 

橿
原
市

至 

宇
陀
市

至 天理市

JR 巻向駅
周辺地区

安倍周辺地区と
JR・近鉄桜井駅間は
デマンド型乗合タクシーを
運行させ、連携の強化を図る。

循環路線の一部の便を、
市北西部に延伸させ
連携の強化を図る。
（上之庄・イオン桜井店で接続）

上之郷周辺地区と近鉄長谷寺駅間は
デマンド型乗合タクシーを運行させ、
連携の強化を図る。

多武峰周辺地区と JR・近鉄桜井駅間は
コミュニティバス（多武峯線）の運行により、
連携の強化を図る。

凡　例

まちなか居住促進区域

行政界

市街化区域

地域居住促進区域

一般居住区域

郊外集落区域

国道・主要幹線道路

中心拠点

サブ拠点

観光拠点

地域拠点

鉄道軸

4 まちづくりの基本理念

5 まちづくりの基本方針

6 将来の都市構造

届け出制度

活力ある中心市街地と
　　地域性あふれる拠点をつなぐ、
　　　　集約・連結型都市 桜井

●吸引力を高める中心市街地への複合機能の誘導

●地域資源を生かしつつ、日常生活の利便性を享受できる質の高い居住環境の構築

●過度にクルマ移動に頼らない、都市交通体系の構築

●地域コミュニティの維持・活性化に向けた集落・自然・歴史が調和したまちの形成


